
 

 

 

第 5章 

 

施策 1 基本事業 1 

 



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

農業振興地域整備計画を策定し、農用地の適正な管理を図
る。農政審議会を開催し、農用地区域の除外申請に基づく整
備計画変更について審議する。

0.

農業振興地域整備計画を策定し、農用地の適正な管理を図る。農政審議会を開催し、農用地区域
の除外申請に基づく整備計画変更について審議する。
○農業振興地域の整備に関する法律第8条により、原則的に10ha以上の集団的農地を優良農地と
して農用地区域に指定し、圃場整備等で編入する場合や、宅地化等で随時除外する場合は計画変
更の法手続きを要する。
〇農業振興地域整備計画変更（農用地区域随時除外）
・年2回受付（5月、10月）県へは随時協議
〇農業振興地域整備計画変更（総合見直し）
・S48に最初の策定、S61、H10、H16に変更

2.

農振農用地

変更すべきか否かを慎重に審議し、農振農用地の適
切な管理を行う。

実施計画
対象事業

0.

農業振興地域の整備に関する
法律

0.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

0.0. 0. 0. 0.

現在に至る環境変化に伴い、計画の変更（除外）の要望が存在する。本計画は、優良農地（農用
地区域）を確保する施策を推進しており、慎重に要件を検討し対応する必要がある。

農業を取り巻く環境の変化に伴い、農業振興地域整備計画の総合見直しをする必要がある。

件

0. 0. 0. 0.

保全すべき優良な農振農用地

農業振興地域の変更（除外、用途変更等）を希望す
る方から相談を受け、変更の可否を判断し必要な手
続きを行う。
令和７年度については、那珂市農業振興地域整備計
画の総合見直しを予定しているため１年間受付凍結
を行う。

予算科目 根拠法令

2436.9 2436.8 2436.8 2436.8

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

ha

回

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 6

0. 0. 0. 0.

農用地除外審議件数 8.

一般会計

2.

0. 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0.

0.

2436.8

昭和48年度に農業振興地域整備計画を策定したことによる。

0. 0. 0. 0.

2. 2.農政審議会

2. 13. 0. 8.

1.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

0. 0. 0. 0.

財
源
内
訳

事
業
費

6,302 5,983
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 2,759 10,103 9,712
4,324       0.77人 4,324       0.77人 4,324       0.77人人 件 費 計 (B) 千円 2,576       0.48人 4,324       0.77人

1,659 0
事 業 費 計 (A) 千円 183 5,779 5,388 1,978 1,659 0

一 般 財 源 千円 183 5,779 5,388 1,978

0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

05 01 03 農業振興地域整備促進事業

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 1 農業経営の発展

事務事業名 農業振興地域整備促進事業 事業類型 計画策定

担当部課G等 産業部　農政課 農業振興グループ 記入者氏名

作成日 令和 7 6 2
点検日



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
□ ■

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

農業振興地域の整備に関する法律に基づき、市町村が策定する農業振興地域整備計画により、
農用地として利用すべきとされた集団的な優良農地の区域である農用地の適正管理が必要なた
め。

改革・改善による期待成果

農振農用地のシステム導入を行い、データ上での除外相談、確認作業に負担軽減が図れる。
総合見直しについては、７年度をもって終了となる。

農振農用地のシステム導入を行い、データ上での除外相談、確認作業に負担軽減が図れる。
総合見直しについては、７年度をもって終了となる。

農用地区域からのの除外申出があった場合、事務局で精査したうえ、諮問機関である農政審議会
に付議し、協議結果の答申を受けている。

新規評価対象

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

農用地区域内の農地は原則として農地転用が認められないこととなっており、農地を転用するた
めには、農地転用許可に先立って、農用地区域の除外手続が必要なため、受益者負担を求める
事業ではない。

農業振興地域の整備に関する法律に基づき、除外手続きを行うため統廃合の余地はなし。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上 ○
維持

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

令和６年度、７年度において総合見直しをしているため、総合見直し作業が終了すれば、人件費を
抑えることが可能と思われる。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 6 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 7 6 2
点検日

事務事業名 ふれあい農園設置事業 事業類型 施設の運営、維持管理

担当部課G等 産業部　農政課 農業振興グループ 記入者氏名

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 1 農業経営の発展

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
05 01 03 ふれあい農園設置事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
市民が草花や野菜などを栽培して自然と触れ合うとともに、地域
の活性化と農地の保全を図るため設置したふれあい農園の貸出
を行う。
・ふれあい農園（平野台団地の下）の管理運営
　特定農地貸付法により平成１２年開設

　農園の貸出や管理業務

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民
ふれあい農園 世帯数 世帯 23362. 23577.

ふれあい農園総区画数 区画 35. 35. 35. 35.

13. 13. 13. 13.

23777. 23777. 23777.

35.

24. 28. 28. 28.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

ふれあい農園の施設管理
農園利用人数 人 11.

28.

0. 0. 0. 0. 0.

農園使用区画数 区画

82.85 82.85

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市民が農業・自然に親しみ、地産地消の推進を図
る。 農園使用率 ％ 68.57 80.

0. 0. 0. 0.

82.85

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 45 64 80 80 80 0
一 般 財 源 千円 0 323 107 107 107 0

事 業 費 計 (A) 千円 45 387 187 187 187 0
人 件 費 計 (B) 千円 1,606       0.33人 1,606       0.33人 1,606       0.33人 1,606       0.33人 1,606       0.33人

投入量(A)+(B) 千円 1,651 1,993 1,793 1,793 1,793
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 特定農地貸付法によりふれあい農園を平成１２年度に開設したことによる。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

芳野市民農園が平成２１年度に開設された。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

芳野市民農園との役割の重複がある。一方、平野台団地に近距離であり利便性が高いことから利
用者から存続を求める声がある。



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 削減 (事業費

(人件費

□ 増加 (事業費

2 現状維持 (人件費 千円)

■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　４年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

３次評価対象

目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

特定農地貸付法では、市がいずれかの形で関与する必要がある。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

若干の空き区画が乗じているが、目標の成果指数は達成している。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

利用者の大半が平野台団地住民であり、その利便性を考えると継続すべきであると考える。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

最小限の事業費で運営している。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

使用料については適正と考えている。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 6 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 7 5 14
点検日

事務事業名 園芸振興支援事業 事業類型 補助金

担当部課G等 産業部　農政課 農業振興グループ 記入者氏名

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 1 農業経営の発展

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
05 01 03 園芸振興支援事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　営農強化のため常陸農業協同組合、ひたちなか・東海・那珂ほし
いも協議会への補助を行い、園芸振興を図る。
　上記事業及び規格外麦配布以外についてはアグリビジネス戦略
推進事業に移管

営農強化のため常陸農業協同組合、ひたちなか・東海・那珂ほ
しいも協議会への補助事業
畑地土埃対策のため規格外麦を配布

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

ひたちなか・東海・那珂ほしいも協議会那珂支部
ほしいも協議会那珂支部 団体 1. 1.

規格外麦 kg 3500. 3500. 3250. 3250.

18. 18. 18. 18.

1. 1. 1.

3250.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

ほしいも協議会那珂支部に対し、品評会の開催、研
修の実施、高品質化による高付加価値化の支援及
び生産環境の向上を図る三ツ星生産運動を推進す
る。

ほしいも協議会　活動数（役
員会・研修会、イベント）

回 18.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

13. 14.

0. 0. 0. 0.

180. 180.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

ほしいも協議会那珂支部組合員の高付加価化の支
援及び生産環境の向上を図り、本市の農業振興を推
進する。

ほしいも協議会内三ツ星生
産者数

人 12. 12.

0. 0. 0. 0.

15.

規格外麦配布者 人 174. 164. 180.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 786 792 773 773 773 0

事 業 費 計 (A) 千円 786 792 773 773 773 0
人 件 費 計 (B) 千円 1,887       0.43人 1,862       0.40人 1,862       0.40人 1,862       0.40人 1,862       0.40人

投入量(A)+(B) 千円 2,673 2,654 2,635 2,635 2,635
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 農産物価格の低落・生産量の低下により、生産体制の強化をする必要が出てきたため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

担い手の減少・高齢化、後継者不足、農産物価格の下落、消費者の食に対する安心・安全の意識
の高まり。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

野菜等の正しい栽培方法や販売促進等の新たな知識が得られるため、関係団体への補助の必要
性を感じるとの意見が寄せられた。



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 ■ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し □ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　５年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
・ほしいも協議会（那珂支部）について、三ツ星
生産者を増加させることができた。
・規格外麦の需要が減り、配布量を減らした。

6 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市が補助団体の活動を支援することにより、農家の生産性の向上と販路拡大に大きく寄与でき、
農家の所得向上につなげることができる。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

ひたちなか・東海・那珂ほしいも協議会（那珂支部）に関して、ハサップ等衛生規格の情報提供等
により、三ツ星生産者の増加を図る。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

園芸振興の主となる事業については、アグリビジネス戦略推進事業に統合したため、これ以上統
合する余地はない。また、営農強化のため常陸農業協同組合、ひたちなか・東海・那珂ほしいも協
議会への補助事業について、対象指標、活動指標が類似しているものがないため廃止・休止の可
能性はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

常陸農業協同組合に対する補助金については、園芸作物の生産性及び販売額の向上に向けた各部会活動
に寄与しており、削減することが困難である。また、ひたちなか・東海・那珂ほしいも協議会に対する補助金は、
ひたちなか市、東海村を含む協議会で決定されているため、削減は困難である。
人件費については、担当者の業務負担が少なく、民間委託するにそぐわない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

行政としては、那珂市産農畜産物の生産者に対してPR機会提供の支援を行い、生産者としては、
PRに伴う資材等を自身が負担しているため、適正である。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
生産部会の振興や三ツ星生産者を増やすため、市場性のある品目の調査研究の取組を支援する
ほか、ほしいもの衛生加工や適正品質表示を促し、高品質で高付加価値となる６次産業化を進め
るなどの取組を推進する。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

生産部会の振興や三ツ星生産者を増やすため、市場性のある品目の調査研究の取組を支援するほか、ほしいもの衛生加工や適正品質表示
を促し、高品質で高付加価値となる６次産業化を進めるなどの取組を推進する。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 6 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 7 5 14
点検日

事務事業名 農地活用地域計画策定推進事業 事業類型 委員会の開催

担当部課G等 産業部　農政課 農業振興グループ 記入者氏名

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 1 農業経営の発展

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 農業経営基盤強化促進法
05 01 03 農地活用地域計画策定推進事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
高齢化・人口減少が本格化し、地域の農地が適切に利用されなく
なることが懸念される中、農業者等による協議（話合い）を踏まえ、
地域の農業の在り方や農地利用の姿を明確化した地域計画（目
標地図）の策定・推進を行う。

・「地域計画策定」に向けた協議の場の設定、実施・取りまとめ
・認定農業者や認定新規就農者の新たな認定や、有効期間満
了等に伴う時点修正
・座談会（協議の場）の実施による意見の取りまとめ
・地域計画案の取りまとめ、地域計画の公告、周知

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

地域の中心となる経営体（個人、法人、集落営農）、
農地 認定農業者数 人 94. 94.

0. 0. 0. 0.

0. 0. 0. 0.

100. 102. 105.

0.

8. 2. 1. 1.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

地域座談会の開催
農地集積の促進 人・農地プラン検討委員会 回 0.

1.

人・農地プラン地域座談会
参加者数

人 222. 204. 100. 100. 100.

人・農地プラン地域座談会 回

1057. 1070.

0. 0. 0. 0.

930. 950.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

認定農業者や集落営農組織等の育成・確保、農地の
集積
担い手等への農地集積率

担い手の集積面積 ha 1007. 996.

24.9 24.8 26.3 26.68

1203.

認定農業者等の経営面積 ha 941. 869. 910.

30.

0. 0. 0. 0. 0.

担い手等への農地集積率 ％

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 141 142 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 29 40 4,830 4,830 4,830 0

事 業 費 計 (A) 千円 170 182 4,830 4,830 4,830 0
人 件 費 計 (B) 千円 3,527       0.65人 4,532       0.80人 4,532       0.80人 4,532       0.80人 4,532       0.80人

投入量(A)+(B) 千円 3,697 4,714 9,362 9,362 9,362
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 地域農業を担う経営体を確保し力強い農業構造を実現するために、国の人・農地問題解決推進事

業実施要綱により、人・農地プランを作成し、農業の競争力、体質強化を図り、持続可能な農業を
実現するため実施する。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

農業経営基盤強化促進法の改正により、令和６年度末までに、地域での話合いの上、これまでの
人・農地プランに目標地図（農地一筆ごとの将来的な耕作者を示したもの）を加えた地域計画を策
定する必要がある。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

農業者及び土地の所有者から、農地の集積・集約、農業機械等の補助、新規就農者の支援等、
国の支援を受けられる事業があれば活用したいとの要望がある。



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 ■ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し □ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　５年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
座談会や地域の話合いを通して、農業者や地
域住民の意見を適切に把握し、地域計画を策
定した。

0 千円)

0 千円)

848 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

農業経営基盤強化促進法に基づき、地域計画を策定（更新）し、公告することとなっている。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

地域計画を策定（更新）するために、今後も地域座談会を開催し、地域の関係者の積極的な参加
を呼びかける必要がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

農業経営基盤強化促進法の改正により、将来の地域の農業活用における基本構想に大きく影響
している。
また、策定した地域計画を随時更新していく必要があるため、廃止・休止の可能性はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

地域座談会において、地域の活発な意見を収集していくにあたり、担い手をはじめ農業委員、農用
地利用最適化推進委員、土地改良区、水利組合及び多面的活動組織等との調整及び取りまとめ
のため、職員の削減は困難である。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

農業経営基盤強化促進法の改正により、地域座談会を実施した上で地域計画を策定（更新）する
ものである。地域農業の課題を把握するとともに、将来の地域の農地活用の見通しを立て、農業を
守ることが目的であるため、特定の受益者がある事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
令和７年３月31日に市内全域８地区において地域計画を策定した。今後は、策定した計画に基づ
いて農地の集約化、担い手の育成、スマート農業など具体的な取り組みを実行していくとともに、必
要に応じて計画の見直しを行いながら、地域農業の持続的な発展を目指していく。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

令和７年３月31日に市内全域８地区において地域計画を策定した。今後は、策定した計画に基づいて農地の集約化、担い手の育成、スマート農
業など具体的な取り組みを実行していくとともに、必要に応じて計画の見直しを行いながら、地域農業の持続的な発展を目指していく。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 6 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 7 6 10
点検日

事務事業名 アグリビジネス戦略推進事業 事業類型 事業の推進

担当部課G等 産業部　農政課 農業振興グループ 記入者氏名

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 1 農業経営の発展

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
05 01 03 アグリビジネス戦略推進事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
「第２期那珂市まち・ひと・しごと創生総合戦略」において立ち上げ
た「農業で稼ぐ いぃ那珂プロジェクト」を具体化するために策定し
た那珂市アグリビジネス戦略を基に事業を展開する。

那珂市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、本市の農業・
アグリビジネスの推進に関する施策の計画的な推進を図ること
を目的として「那珂市アグリビジネス戦略」を策定し、進行管理
をする。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

認定農業者、認定新規就農者、市内直売所
市内直売所 店舗 4. 4.

認定農業者・認定新規就農
者数

人 96. 99. 107. 110.

10. 20. 35. 40.

4. 4. 4.

114.

3. 2. 2. 2.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

担い手確保については、営農相談を行い、認定農業
者、認定新規就農者になるよう支援を行い担い手育
成支援協議会へ諮る
儲かる農業の実現のため、研修の実施、市内外での
那珂野菜のPRイベントの開催、実需者とのマッチン
グを図るマッチングフェアの開催、商談会の参加等に
よる支援を行い、アグリビジネス戦略に掲げる農業所
得向上を図る。

直売所のデジタル化に伴う
利用者

人 0.

2.

0. 0. 0. 0. 0.

担い手育成支援協議会総
会数

回

38237. 39077.

0. 0. 0. 0.

2. 2.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市内直売所、直売イベント等の売上
認定農業者、認定新規就農者の増加数 農産物の売上高 万円 35446. 368359.

2. 5. 7. 8.

40677.

認定農業者増加数 経営体 8. 2. 2.

10.

0. 0. 0. 0. 0.

認定新規就農者 人

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 4,068 10,359 13,628 10,796 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 2,000 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 900 9,183 14,576 11,515 7,782 0

事 業 費 計 (A) 千円 4,968 21,542 28,204 22,311 7,782 0
人 件 費 計 (B) 千円 3,747       0.83人 4,988       0.96人 4,988       0.96人 4,988       0.96人 4,988       0.96人

投入量(A)+(B) 千円 8,715 26,530 33,192 27,299 12,770
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 「第２期那珂市まち・ひと・しごと創生総合戦略」において立ち上げた「農業で稼ぐ いぃ那珂プロジェ

クト」を具体化するために策定した那珂市アグリビジネス戦略を基に事業を展開する。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

令和６年度よりデジタル田園都市国家構想において「新たな価値を創造するデジタル技術を活用
した持続可能な産業バリューチェーン強化推進事業」が採択され事業を推進する。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

担い手の高齢化、後継者不足が懸念される中、新規就農者、第三者継承を踏まえた支援を考える
べきとの意見があった。



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 ■ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し □ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　５年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
交付金を活用し、デジタル技術を活用し新たな
システムを直売所等に導入した。
また商品開発においても、専門家からのアドバ
イス等をもらい商品化に向けて支援を行った。

0 千円)

0 千円)

16,574 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

那珂市アグリビジネス戦略に基づく農家の収益力向上、担い手の育成などについて新規事業を展開していくに
あたり、フェルミエ那珂、担い手確保・育成協議会MIRAIと協働により推進していくことから、引き続き市の関与
が必要である。また、令和６年度からデジタル田園都市国家構想交付金を活用し、デジタル技術を活用した持
続可能な産業バリューチェーン強化推進事業に取組んでいる。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

積極的なイベント参加による那珂市産農畜産物、加工品のＰＲを継続的に行い、販路拡大や新たな商品開
発、ブランド化を図ることにより、一層の農業振興につなげるとともに、デジタル技術の導入による基盤整備及
びトライアルを実施し、農業者と実需者をつなぎ、マーケット拡大～生産力の向上につなげることができる。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

令和５年度から園芸振興支援事業からアグリビジネス戦略に関わる内容の事業を移管した。
農業振興において那珂市産の農畜産物のPRやブランド化はアグリビジネス戦略に掲げる「農業の
収益力向上」において重要であり、これを継続して支援していくことが必要である。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

アグリビジネス戦略に基づく農業の収益力向上を図るため、新たなイベントへの参加や那珂市産農畜産物、加
工品のＰＲ、販売戦略の構築を進めていく必要上、事業費の減額は困難である。また、デジタル技術を活用し
た新規事業の展開にあたり、一部を業務委託により進めていくが、事業内容が従前比し増大していることか
ら、担当者の負担は変わらず、人件費の削減余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

行政としては、那珂市産農畜産物の生産者、加工品に対してＰＲ機会提供の支援を行い、生産者
としては、ＰＲに伴う資材等を自身が負担しているため、適正である。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
持続可能で魅力のある農業にするため、デジタル田園都市国家構想交付金を活用し、デジタルシ
ステムの導入により生産効率を上げ、生産力向上と販路拡大を進める。さらに、統一的なブランド
コンセプトの作成による農産物のPRを進め、マッチング・販路の拡大を進めることで、生産性及び
収益性を高め、新たな担い手確保につながる魅力ある産業振興の好循環を目指す。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

持続可能で魅力のある農業にするため、デジタル田園都市国家構想交付金を活用し、デジタルシステムの導入により生産効率を上げ、生産力
向上と販路拡大を進める。さらに、統一的なブランドコンセプトの作成による農産物のPRを進め、マッチング・販路の拡大を進めることで、生産性
及び収益性を高め、新たな担い手確保につながる魅力ある産業振興の好循環を目指す。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□



 

 

 

第 5章 

 

施策 1 基本事業 2 

 



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

　農業用使用済プラスチックの回収及び処理運搬関係事務

0.

市内農家の排出する農業用使用済プラスチック（農ビ・農ポリ）を回収し、その適正処理の実施及
び、その収集運搬・処分委託に要する一部経費の助成
○回収予定　　年2回（11月、1月を予定）
○収集運搬先　　（農ビ・農ポリ）　公社（H29までは民間）
○処分先　　（農ビ）公社（H29以前と変わらず）　　（農ポリ)民間（H29までは公社）
　※排出農家負担金は、回収時に那珂市農業用廃プラスチック収集処理対策協議会で集め、茨城
県農林振興公社に支払う。
○負担金の種別　　農業用塩化ビニール回収処理費、農業用ポリエチレン収集運搬業務負担金、茨
城県農林振興公社への経費

15000.

排出農家人数（延人数）

農業用廃プラスチックの適正処理を行うことで、不法
投棄の防止や資源のリサイクルを図る。

実施計画
対象事業

0.

廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律

3000.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

0.0. 0. 0. 0.

ＪＡ職員の協力のもと回収しているが、台貫（測り台）の故障（修繕予定なし）、回収場所、フォーク
リフト利用等について検討する余地がある。

プラスチック資源循環促進法が施行され、プラスチックの循環利用が全段階で促進されることと
なった。

件

0. 0. 0. 0.

農業用廃プラスチック排出者

農業用廃プラスチック回収

予算科目 根拠法令

53. 53. 110. 110.

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

kg

人

排出量（農ビ）

kg

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 6

0. 0. 0. 0.

農業用廃プラスチックの不
法投棄件数

0.

一般会計

15000.

0. 0. 0. 0.

0.

2615. 2620. 3000. 3000.

0.

110.

市内農家の排出する農業用使用済プラスチック（農ビ・農ポリ）の適正処理を支援することから。

0. 0. 0. 0.

8190. 6740.排出量（農ポリ）

0. 0. 0. 0.

15000.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

0. 0. 0. 0.

財
源
内
訳

事
業
費

1,751 1,751
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 1,779 1,701 1,751
1,520       0.32人 1,520       0.32人 1,520       0.32人人 件 費 計 (B) 千円 1,598       0.35人 1,520       0.32人

231 196
事 業 費 計 (A) 千円 181 181 231 231 231 196

一 般 財 源 千円 181 181 231 231

0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

05 01 03 農業用使用済プラスチック回収事業

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 2 安全な食料の安定供給

事務事業名 農業用使用済プラスチック回収事業 事業類型 負担金

担当部課G等 産業部　農政課 農業振興グループ 記入者氏名

作成日 令和 7 5 30
点検日



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市が回収日を設けることで、農業用使用済みプラスチックの適切な処理を農家に促すことができ
る。

改革・改善による期待成果

対象者は市内農家であり、これ以上の成果の向上余地は見込まれない。

新規評価対象

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

排出農家の負担は全額であり、これ以上の受益者負担の増加は見込めない。

他に類似事業はなく、統廃合や廃止・休止は見込まれない。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上
維持 ○

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

事業費、人件費については必要最低限であり、これ以上の削減余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 6 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 7 5 12
点検日 令和 7 6 3

事務事業名 経営所得安定対策奨励補助事業 事業類型 補助金

担当部課G等 産業部　農政課 農村整備グループ 記入者氏名

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 2 安全な食料の安定供給

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 米政策改革基本要綱
05 01 08 経営所得安定対策奨励補助事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　転作団地を中心とする生産性及び品質の向上を目指した転作実
施者に対して、市転作補助金を交付し、米の生産調整の円滑な推
進を図る。

　農業者が作成する営農計画書に基づき現地確認を実施し、
転作の形態及び転作面積に応じて補助金を交付する。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

水稲生産農家
水稲生産農家戸数 戸 3622. 3535.

水田総面積 ha 1797. 1624. 1620. 1620.

357. 500. 500. 500.

3500. 3500. 3500.

1620.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

現地確認結果に基づく転作実施内容及び地域の活
動状況に応じて転作奨励補助金を交付する。 補助金交付件数 件 479.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

580. 610.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

農家自らが生産調整のための転作に主体的に取り
組むことにより農業経営の安定を図る。 生産調整実施面積 ha 551. 552.

0. 0. 0. 0.

640.

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 44,638 38,480 41,500 53,000 52,500 0

事 業 費 計 (A) 千円 44,638 38,480 41,500 53,000 52,500 0
人 件 費 計 (B) 千円 5,618       0.97人 5,932       1.01人 5,932       1.01人 5,932       1.01人 5,932       1.01人

投入量(A)+(B) 千円 50,256 44,412 47,432 58,932 58,432
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 昭和５３年から米の生産調整（減反）政策、平成２３年度からは農業者戸別所得補償制度が実施さ

れ、平成２５年度から経営所得安定対策制度に名称が変更になった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

これまでの米の減反政策に代わって、水田を活用して麦・大豆・そば・飼料用米・新規需要米等の
戦略作物を推奨し、食糧自給率の向上を目指す施策となった。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

水稲以外の作物の生産を増加させるには、圃場の維持管理や整備等が重要である。また、最近
の異常気象等による単収低下及び品質低下が顕著で、これらの克服が課題となっている。



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　４年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

水田農業の経営安定と生産力の確保を図るとともに、食糧自給率の維持向上と農業の多面的機
能の維持を促す事業であることから市が関与することは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

水稲生産農家全体を対象に十分周知され、実施されている。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似している事業はない。需要に応じた米の生産を目的としている事業であり、廃止及び休止はで
きない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

必要最小限の人員で行っており、人件費を削減する余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

生産目標に協力する農業者に対して、市の補助制度に基づき補助金を交付する事業であるため、
受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□



 

 

 

第 5章 

 

施策 1 基本事業 3 

 



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

作成日 令和 7 6 12
点検日

事務事業名 遊休農地対策事業 事業類型 事業の推進

担当部課G等 農業委員会事務局 農地グループ 記入者氏名

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 3 農地の有効活用と担い手農家による農業の展開

年度 ～

款 項 目 事業名

05 01 01 遊休農地対策事業

08年度 09年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～）

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

05年度 06年度 07年度

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 157 157 157 157 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 444 278 582 575 575 0

事 業 費 計 (A) 千円 444 435 739 732 732 0
人 件 費 計 (B) 千円 0       0.00人 3,670       0.80人 3,670       0.80人 3,670       0.80人 3,670       0.80人

①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 444 4,105 4,409 4,402 4,402
（3）事務事業の環境変化・市民意見等

事
業
費

財
源
内
訳

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

0. 0. 0. 0.

遊休農地面積

3.4 3.6 3. 1.6

128.

0.

4302.

農業委員及び農地利用最適化推進委員等が市内の農地パトロールを実施し、遊休農地の実態把
握と発生防止や解消並びに農地の違反転用防止対策に取り組む。

0. 0. 0. 0.

150. 157.

0. 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0.

令和 6

0. 0. 0. 0.

遊休農地率 2.2

一般会計

69.

年度

ha

ha

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

予算科目 根拠法令

4399. 4362. 4302. 4302.

（実績） （見込） （計画） （計画）

％

0. 0. 0. 0.

遊休農地

農業委員及び農地利用最適化推進委員が現地調査
を行い、遊休農地の把握を行う。

0. 0. 0. 0.

遊休農地の解消を推進して欲しいとの意見がある。

農業者の高齢化により離農者が増加していることに伴い、遊休農地も増加傾向にある。新規発生
だけでなく再発生件数も多くなっている。新たな耕作者が見つかりにくい状況であり、さらに厳しい
対応に迫られている。

市内の農地の利用状況を把握し農地利用の最適化
を図る。

実施計画
対象事業

0.

農地法30条

0.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

0.

評価対象年度

総合計画体系

「農地等の利用の最適化」に従い、ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末を活用した農地
所有者の意向や情報把握につとめ、遊休農地の発生防止・解
消につなげる

0.

農業委員及び農地利用最適化推進委員と事務局等で農地パト
ロール（利用状況調査）を実施し、遊休農地の実態把握と発生防
止・解消と農地の違反転用防止対策等に取り組む。

98.

農地面積



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
（前回評価結果を踏まえて見直した内容）

0 千円)

0 千円)

（4）前回（

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

必要経費のみの計上となっているため。

増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

維持

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上 ○

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

農業委員会等に関する法律に基づく法令業務であるため。

農業委員会等に関する法律に基づく法令業務であるため。

所有者等への農地管理の啓発や、農地中間管理機構との連携強化によって活動の成果が上げら
れる。

新規評価対象

農地中間管理機構との連携強化により、遊休農地の解消につながる

農地中間管理機構との連携強化により、遊休農地の解消につながる
改革・改善による期待成果

農業委員会等に関する法律の改正法が平成２８年４月１日に施行され、農業委員会においては
「農地等の利用の最適化の推進」が最も重要な必須事務として、明確に位置づけられている。その
中の一つの柱として、遊休農地の発生防止・解消の活動があるため、妥当である。

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

作成日 令和 7 6 5
点検日

事務事業名 担い手育成支援事業 事業類型 補助金

担当部課G等 産業部　農政課 農業振興グループ 記入者氏名

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 3 農地の有効活用と担い手農家による農業の展開

年度 ～

款 項 目 事業名

05 01 03 担い手育成支援事業

08年度 09年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～）

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

05年度 06年度 07年度

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費
国 庫 支 出 金 千円 10 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 12,149 7,701 35,256 15,539 13,289 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 2,000 1,000 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 8,027 11,166 15,385 22,733 22,688 0

事 業 費 計 (A) 千円 22,186 19,867 50,641 38,272 35,977 0
人 件 費 計 (B) 千円 3,823       0.71人 4,347       0.83人 4,347       0.83人 4,347       0.83人 4,347       0.83人

①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 26,009 24,214 54,988 42,619 40,324
（3）事務事業の環境変化・市民意見等

事
業
費

財
源
内
訳

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

12. 12. 13. 15.

支援費補助件数(経営支援)

支援費補助金額(利子補給)

8. 4. 4. 2.

15.

14.

102.

（経営支援）平成11年度に那珂市認定農業者等連絡会を設立した際に会員から要望があり、平成
12年度から当事業を導入した。
（利子補給）経営規模拡大を考えている認定農業者を支援する。

1. 3. 3. 2.

15. 17.

25. 19. 19. 19.

1.

8732. 9499. 9500. 9500.

令和 6

0. 0. 0. 0.

認定農業者増加数 2.

一般会計

15.

年度

千円

経営体

経営体

支援費補助金額(経営支援)

件

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

予算科目 根拠法令

94. 94. 100. 104.

（実績） （見込） （計画） （計画）

経営体

2. 1. 1. 1.

（経営支援）認定農業者、認定新規就農者、ほしいも
協議会那珂支部会員三ツ星生産者等（利子助成）認
定農業者（その他）農業機械士協議会、後継者クラブ
等

（経営支援）
認定農業者等が購入する機械等の購入費に対して
補助金を交付する。
（利子補給）
資金を借り入れた認定農業者へ利子助成を行う。

支援費補助件数(利子補給)

千円

ほしいも協議会那珂支部会
員内三ツ星生産者

0. 0. 0. 0.

農業用機械等は高額であることから、その購入に対する補助があることで大規模化や農地の集約
化に資することができるとの意見が多い。

（経営支援）認定農業者のほか、規模拡大者、特産物開発者、協議会の認定する三ツ星生産者も
対象とした。
（利子補給）農業の近代化、集積化により大型機械等を購入する農家が増加した。

金融面からの支援を行うことで経営基盤の強化を図
り、効率的かつ安定的な農業経営及び農業経営規模
の拡大による生産性を高める。

実施計画
対象事業

19.

那珂市認定農業者等経営支援補助金交付要
項、那珂市農業基盤強化資金利子助成金交
付要項

件

9500.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

0.

評価対象年度

総合計画体系

認定農業者、農業機械士会、新規就農者、農業後継者クラブ
等の活動に要する事務及び補助金の支払いを行う。
連携中枢都市圏構想における先進的農業実践人材の育成事
業へ参加するにあたっての負担金を補助する。

認定新規就農者増加数 2.

認定農業者や人・農地プランに位置付けられた中心経営体の経営
発展の段階に応じて、規模拡大の取組等に必要となる農業用機
械や施設等の導入を支援する。
次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農前の研
修のサポートや就農直後の経営確立を支援する資金を交付する。

15.

人

認定農業者数



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
（前回評価結果を踏まえて見直した内容）

0 千円)

0 千円)

（4）前回（ 令和　４年度

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

必要最小限であり、削減の余地なし。

増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

維持 ○

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

認定農業者への支援は必須であり、機械補助は事業費の２割補助（上限100万円）で自己負担８
割であるため、妥当と考えられる。

担い手の確保が最大の課題であるため、類似事業、廃止の可能性はない。

儲かる農業の実現に向けて意欲ある農家に対しての支援は必要であり、補助を活用する場合に
は要件を設定し、支援体制を整えている。

新規就農者が市内で就農できるよう県に研修
先機関としてMIRAIが認定されたため、研修中
に受けれられる支援体制（就農準備資金）を整
えた。

新規就農者等への支援として担い手確保・育成協議会MIRAIを設立し、相談、研修体制を整えている。また、新規就農者の研修先としてMIRAI
が県の認定機関となったため、研修時からの支援（就農準備資金）を受けられる体制も整えた。

新規就農者等への支援として担い手確保・育成協議会MIRAIを設立し、相談、研修体制を整えてい
る。また、新規就農者の研修先としてMIRAIが県の認定機関となったため、研修時からの支援（就
農準備資金）を受けられる体制も整えた。

改革・改善による期待成果

持続可能な農地利用の実現に向けて、農業機械、施設等の導入を支援することにより、認定農業
者を目指すことにつながっている。
市の農業を守っていくためにも担い手の確保、育成は必須である。

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？



年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 本市の農業の担い手となりうる新規就農者について、地域おこし協力隊の制度を活用し、市外か

ら本市に移住して就農のための活動及び新規就農希望者を呼び込むPR活動を行う人材の確保を
図るため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

高齢化や農業者の減少により耕作放棄地が拡大し、農地の適正利用が懸念される。本市の農業
を見据え、担い手（新規就農者）確保が必要である。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

農業の魅力向上、活性化を図らないと１０年後には担い手が激減し、耕作放棄地が増加する（有
識者）

投入量(A)+(B) 千円 13,003 7,722 7,782 2,338 2,338
2,338       0.43人 2,338       0.43人 2,338       0.43人人 件 費 計 (B) 千円 2,457       0.45人 2,338       0.43人

0 32,080
事 業 費 計 (A) 千円 10,546 5,384 5,444 0 0 32,080

一 般 財 源 千円 10,546 5,384 5,444 0

0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0

09年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画）

0.

0. 0. 0. 0. 0.

0. 0. 0. 0.

1.

0. 0. 0. 0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

農業技術研修の実施により、隊員の独立新規就農及
び定住を目指す。 定住した隊員数 人 0. 0. 0. 1.

0. 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

農産物PRイベント等への参
加

回 22. 17. 20. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

市内農業法人に委託して農業技術研修を実施
隊員の活動支援 農業技術研修の実施 月 12. 7. 12. 0. 0.

1. 0. 0.

0.0. 0. 0. 0.

（見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

隊員
隊員数 人 2. 1.

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

（実績） （実績）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　本市の農業の担い手となりうる新規就農者について、地域おこし
協力隊の制度を活用し、市外から本市に移住して就農のための活
動及び新規就農希望者を呼び込むPR活動を行う人材の確保を図
るもの。

新規就農に向けて農業技術研修と活動のPRを行うため、当該
法人への事業を委託する。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 令和 4 年度 ～令和 7 年度）

根拠法令
05 01 03 新規就農協力隊推進事業

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 3 農地の有効活用と担い手農家による農業の展開

事務事業名 新規就農協力隊推進事業 事業類型 情報発信

担当部課G等 産業部　農政課 農業振興グループ 記入者氏名

6 5
点検日

評価対象年度 令和 6 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 7



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

■ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
□ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

■ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

今後、隊員が新規就農者として自立していけるよう、任期最終年度としてこれまでの活動の成果をまとめ、今後の地域社会との関わり方や自身
のキャリアプランを具体的に考えることを促しながら、本市での定住、就農に向けた支援を行う。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))

低下

削減 維持 増加

成
果

向上
維持

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
今後、隊員が新規就農者として自立していけるよう、任期最終年度としてこれまでの活動の成果を
まとめ、今後の地域社会との関わり方や自身のキャリアプランを具体的に考えることを促しながら、
本市での定住、就農に向けた支援を行う。

コスト

隊員の研修受入及び、活動支援については委託業務を締結しており、その他の予算もないことか
ら削減の余地はなし。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

本事業の特徴として、地域課題の解決のため、農業の担い手として那珂市に就農することを目指
している。そのため、受益者は地域であり、受益者負担を求めるものではない。

廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

令和７年度までの事業であり、継続費での事業であることに加え、類似事業もないことから統合及
び廃止・休止にあたらない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

継続事業で３年間の任期であり、令和７年度までの事業である。
任期終了後、スムーズに認定新規就農者になれるよう支援を並行し、農業経営等の支援を進めな
がら成果に結びつける。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性

目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

地域おこし協力隊は、地域の課題解決の向け地域協力活動を行いながら、その地域への定住・定
着を図る取組みの事業であり、新規就農を目指す隊員を任命し、農業担い手確保や地域課題の
解決の観点から重要な事業であると認識している。

千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（4）前回（ 令和　５年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
隊員の希望に沿った研修先の提案とフォロー
アップを実施した。

0 千円)

0



 

 

 

第 5章 

 

施策 1 基本事業 4 

 



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

作成日 令和 7 5 12
点検日 令和 7 6 5

事務事業名 那珂川沿岸農業水利事業 事業類型 負担金・補助金

担当部課G等 産業部　農政課 農村整備グループ 記入者氏名

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 4 生産基盤の整備と保全

年度 ～

款 項 目 事業名

05 01 05 那珂川沿岸農業水利事業

08年度 09年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～）

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

05年度 06年度 07年度

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 147,800 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 384,740 0
一 般 財 源 千円 10,074 11,360 12,418 11,688 17,778 158,133

事 業 費 計 (A) 千円 10,074 11,360 12,418 11,688 550,318 158,133
人 件 費 計 (B) 千円 3,727       0.59人 3,711       0.58人 3,711       0.58人 3,711       0.58人 3,711       0.58人

①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 13,801 15,071 16,129 15,399 554,029
（3）事務事業の環境変化・市民意見等

事
業
費

財
源
内
訳

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

0. 0. 0. 0.

負担金支払進捗率

95. 97. 98. 0.

93.4

0.

239.

那珂川沿岸地区は水田や畑で用水不足のうえ、ほ場が狭小で、水利施設も老朽化していたため、
平成4年より那珂川、御前山ﾀﾞﾑに水源を求める国営事業を開始。それに伴い基盤整備を実施し農
業経営の安定化をはかる。

0. 0. 0. 0.

80.9 86.8

0. 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0.

令和 6

0. 0. 0. 0.

事業進捗率 100.

一般会計

0.

年度

ha

％

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

予算科目 根拠法令

239. 239. 239. 0.

（実績） （見込） （計画） （計画）

％

0. 0. 0. 0.

国営事業（那珂市対象受益地）

国営事業に係る事業費等の負担金を支払い、基幹と
なる施設整備を促進する。

0. 0. 0. 0.

受益者からは早期完了が望まれているが、国営事業で工事が広範囲のため、地元との調整に期
間を要すること、予算の措置の関係で事業進捗が遅れている。

農業、農村をとりまく情勢は高齢化や後継者不足等変化している。国に対し県・関係市町村は、関
連事業と十分に調整を図り効果の発現が遅れないよう要望しているが、関係機関との調整等が難
航し事業は長期化している。

那珂川流域の農業の活性化
農業用水を確保し、農業生産性を向上させ、農業経
営を安定させる。

実施計画
対象事業

0.

0.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

0.

評価対象年度

総合計画体系

事業費は、事業の推進及び事業費負担金として支出される。

0.

那珂川沿岸受益者の安定的な農業用水を提供するため国営事
業、県営事業により施工する、ダム、揚水機場、用水路等土地基
盤整備事業費の一部を負担する。

国営事業は工期が２年延伸され、令和８年度末に完了予定。

100.

推進すべき受益地面積



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
（前回評価結果を踏まえて見直した内容）

0 千円)

0 千円)

（4）前回（ 令和　５年度

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

年度の事業費（負担金）は関係市町村で負担割合が決まっているので、削減できない。

増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

維持 ○

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

国県及び関係市町村が中心となって進める事業であるので、受益者負担は求めない。

国営事業が基盤となっているので、統廃合、廃止・休止はできない。

国営事業は当初の予定より進捗が遅れているが、御前山ダムの供用開始や揚水機場の新設・改
修など着実に進められている。

改革・改善による期待成果

事業採択に向けた地元の取りまとめ等を、中立的で公の立場の市が中心となり実施することは妥
当である。

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 土地改良施設に対する地元団体（土地改良区等）や受益者からの要望による。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

受益者の高齢化、後継者不足により耕作放棄地が増加し、農地､土地改良施設の管理が不十分と
なることが懸念される｡平成１３年の土地改良法改正により､環境に配慮した整備が義務化された｡

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

早期の事業竣工や新たに事業として採択を望む声がある。(年度予算への要望)

投入量(A)+(B) 千円 76,484 114,117 185,699 174,196 161,082
7,262       1.13人 7,262       1.13人 7,262       1.13人人 件 費 計 (B) 千円 7,082       1.04人 7,262       1.13人

37,742 0
事 業 費 計 (A) 千円 69,402 106,855 178,437 166,934 153,820 0

一 般 財 源 千円 30,220 14,771 27,040 39,899

101,300 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 23,100 77,300 136,100 110,500

0 0
県 支 出 金 千円 16,082 14,784 15,297 16,535 14,778 0

09年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画）

214.

溜池(再)整備済箇所 箇所 39. 39. 39. 39. 39.

排水路横断(再)整備済箇所 箇所 203. 206. 209. 213.

86.96

排水路単年度(再)整備率 ％ 100. 100. 100. 100. 100.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

農用地における環境整備を行うことにより、排水路整
備による乾田化や溜池整備による用水の安定供給
ができ、農地の耕作利便性が向上し、農業生産基盤
の強化になる。

農用地整備率 ％ 86.96 86.96 86.96 86.96

溜池(再)整備箇所 箇所 1. 0. 0. 0.

485.

排水路横断(再)整備箇所 箇所 3. 3. 3. 4. 1.

排水路単年度(再)整備延長 ｍ 649. 689. 480. 520.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

①事業内容についての検討（県、改良区等との打合
せ他）
②法的な同意等の手続き（調査、説明会実施、同意
取得、議会承認等）
③実施設計委託、工事等

農用地整備面積 ｈａ 1921. 1921. 1921. 1921. 1921.

2209. 2209. 2209.

314.排水路・溜池(再)整備箇所 箇所 314. 314. 314. 314.

（見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

農業振興地域の農用地で基盤整備未実施面積
農業用施設（排水路、溜池）で改修が必要な箇所 農用地面積 ｈａ 2209. 2209.

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

（実績） （実績）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
農業農村の振興を図るために、土地改良事業（農道、かんがい排
水、溜池等）の整備を行う。また、県営事業（農道、かんがい排水
路、区画整理、排水機場、農業活動拠点施設）で行う事業費の一
部を負担する。事業費は、農道、かんがい排水、溜池等の設計委
託費、改良工事費、県営事業負担金として支出される。

①地元からの要望・陳情を採択
②実施計画への計上
③補助の法手続き
④補助事業の実施設計
⑤借地契約及び工事説明会
⑥工事等

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

根拠法令
05 01 05 土地改良基盤整備事業

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 4 生産基盤の整備と保全

事務事業名 土地改良基盤整備事業 事業類型 事業の推進

担当部課G等 産業部　農政課 農村整備グループ 記入者氏名

5 12
点検日 令和 7 6 3

評価対象年度 令和 6 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 7



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))

○
低下

削減 維持 増加

成
果

向上
維持

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト

既に低コストで最大の効果を生み出す施工を進めている。一部は委託し事業を行っている。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

市で管理している農業用施設の改修であるため受益者に対して負担を求めない。
基盤整備については面整備を行うため受益者負担はあるが、国県の定められた補助制度に基づ
いた負担割合である。

廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

本事業は土地改良事業において、老朽化した農業用施設の修繕、改修、再整備等を主たる目的と
しており、維持管理は局所土地改良事業で行う性質上統廃合及び廃止・休止は難しい。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

年次計画において、優先的に破損のひどい箇所を修繕することで、排水流域全体の機能回復を
図っており、これ以上の成果向上余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性

目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

農業用施設について、管理区分が明確である。農業用排水路については概ね市で整備する必要
がある。

千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（4）前回（ 令和　５年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 民有林の安定的な森林経営及び伐採後の再造林、森林育成を支援することや森林愛護隊の植樹

や間伐等の森林活動や清掃や緑化事業等の奉仕活動を支援することから。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

造林や間伐の実施者が減少により、管理の行き届かない山林の増加が見込まれる。
那珂三中学校の緑の少年団の活動により、校内及び周辺の緑化が推進され、団員の豊かな人間
性向上につながっている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

特になし。

投入量(A)+(B) 千円 2,241 2,534 2,648 6,648 6,648
1,496       0.28人 1,496       0.28人 1,496       0.28人人 件 費 計 (B) 千円 1,203       0.27人 1,496       0.28人

15 15
事 業 費 計 (A) 千円 1,038 1,038 1,152 5,152 5,152 154

一 般 財 源 千円 16 14 16 15

0 0
そ の 他 千円 1,000 1,000 1,000 5,000 5,000 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 22 24 136 137 137 139

09年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画）

0.

0. 0. 0. 0. 0.

0. 0. 0. 0.

0.95

森林愛護隊員数 人 25. 22. 22. 22. 22.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

造林や間伐等を実施することによる森林の公益的機
能を促進する。
森林愛護隊の活動を通し、自然、人、社会を愛する
心豊かな人間に育つことを図る。

造林・間伐等面積 ha 0.95 0.14 0.95 0.95

0. 0. 0. 0.

28.

林業育苗業者への補助金
額

千円 1000. 1000. 1000. 1000. 0.

森林愛護隊への補助金額 千円 28. 28. 28. 28.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

市内の山林所有者及び造林、間伐等の実施者、森
林愛護活動団体に対し補助金を交付交付する。 造林補助金額 千円 124. 10. 124. 124. 124.

1. 1. 0.

0.森林愛護隊 数 1. 1. 1. 1.

（見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市内の山林所有者及び造林、間伐等の実施者、森
林愛護活動団体 造林補助申請者 人 1. 1.

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

（実績） （実績）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
林業振興事務
（民有林造林に対する補助）民有林の安定的な林業経営を支援するための森林伐採
後の再　造林及び森林育成に要する経費の一部補助の実施
（団体に対する補助）森林愛護や野鳥保護などの精神を養うための自然環境保全や
美化のために奉仕活動を行っている団体への補助の実施
・林業種苗生産者支援
・森林環境譲与税の一部積み立て（森林環境譲与基金へ積み立て）
・森林環境譲与税活用し里山整備を行う団体等へ補助を検討

造林や間伐等の実施者及び森林愛護団体に対し補助金を交
付する。
森林環境譲与税を活用し、杉苗生産団体に対し補助金を交付
する。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

根拠法令
05 02 01 林業振興事業

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第５章 活力あふれる交流と賑わいのまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 活力ある農業の振興を図る

基本事業名 4 生産基盤の整備と保全

事務事業名 林業振興事業 事業類型 補助金

担当部課G等 産業部　農政課 農業振興グループ 記入者氏名

6 10
点検日

評価対象年度 令和 6 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 7



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

森林環境譲与税を活用し、森林整備、杉苗の生産者等の支援を引き続き行いつつ、新たな市の状況に応じた活用策についても考えていく。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))

低下

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
森林環境譲与税を活用し、森林整備、杉苗の生産者等の支援を引き続き行いつつ、新たな市の状
況に応じた活用策についても考えていく。 コスト

事業費、人件費については必要最小限であり、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

造林事業としては一部を県や市補助で支援を行っており、受益者の負担割合は適正である。

廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

他に類似事業がなく統廃合や廃止・休止の可能性はない

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

森林所有者へ森林環境の保全を促すような周知が必要である。
森林環境譲与税を活用して森林整備、木材利用の推進をする必要がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性

目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

森林の多面的機能を維持・増進を行い森林環境の保全を図る必要があるため。
また、全国的に杉苗生産者が減少し、市内の種苗組合が全国的担って知るため、森林環境譲与
税を活用し育成支援を実施している。t

千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
新規評価対象 0 千円)

0
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